
１　行政経費の削減（事務事業の見直し） 〔削減額　約59億円〕  

　各部局の主体的判断による事務事業の見直しに取り組んでいます。

(1) 主な取組

〔廃止・休止事業数　100事業〕

〔見直し事業数　      72事業〕

（主な事業）

1 重要機能室等ネットワーク機器更新事業
費

≪本庁舎ネットワーク機器の更新に要する経
費≫

▲ 23 ▲ 23

（単位：百万円）

  『選択と集中』による
    事業見直しと経費の削減

経　費　名　等 説　　　　　　　　　明 削　減　額
 うち、一般財源

機器更新計画の見直しによる減

費≫

2 放送メディア広報費
(テレビ・ラジオ等広報経費)

≪テレビ・ラジオを活用した、県政広報に要す
る経費≫

▲ 22 ▲ 22

3 森を育む人づくり事業費
（とちぎの元気な森づくり県民税事業費）

≪森林整備の重要性について理解促進を図
るための取組に要する経費≫

▲ 10 0

4 奥日光フィールドミュージアム事業費

≪奥日光一帯の各施設のネットワーク化を図
るための施設整備に要する経費≫

▲ 6 ▲ 6

5 介護サービス適正化推進事業費
（喀痰吸引等研修事業費）

≪介護職員等に対する喀痰吸引等の研修に
要する経費≫

▲ 12 ▲ 6

番組制作放送費の見直しによる減

木製ベンチ配布事業の終了等による減

奥日光地区の案内標識・解説標識の整備の終了
による減

受益者負担の導入等に伴う減



（主な事業）

6 下請中小企業取引情報提供等事業費

≪県内中小企業の受注確保、需要開拓を図
るための専門員活動経費≫

▲ 5 ▲ 5

7 「元気度　日本一　とちぎ“券”」発行事業費

≪首都圏及び県内の旅行者向けプレミアム付
き宿泊旅行券「元気度　日本一　とちぎ“券”」
の発行等に要する経費≫

▲ 51 0

8 勤労者福祉事業費

≪勤労者福祉の向上、県内産業の活力
の維持、企業の人材育成等に係る経費
に対する助成≫

▲ 3 ▲ 3

9 スマートビレッジモデル研究事業費

≪農村地域における再生可能エネル
ギー利活用の実証等に要する経費≫

▲ 3 ▲ 3

10 県産農産物安全性普及啓発事業費

≪県産農産物の放射性物質検査結果の紹介

▲ 3 0

大型観光誘客プロモーション事業等誘客促進策へ
の移行による「元気度　日本一　とちぎ“券”」発行
の終了

（単位：百万円）

事業の終期の到来による廃止（プログラムによる見
直し方針どおり）

経　費　名　等 削　減　額説　　　　　　　　　明
 うち、一般財源

小水力発電適地調査の終了による減

一定の成果が認められたことによる事業の廃止

需要開拓専門員の減（３名→２名）による減

≪県産農産物の放射性物質検査結果の紹介
及び安全性のPRに要する経費≫

11 トラック輸送高度化補助金

≪エコドライブと交通事故防止を図るためのＥ
ＭＳ機器の導入の促進に要する経費≫

▲ 10 ▲ 10

12 流域下水道事業会計繰出金

≪下水道事業債の元利償還金及び起債
対象以外の事業実施に要する経費につ
いての一般会計からの繰出金≫

▲ 44 ▲ 44

13 マロニエハートケア補助金

≪市町村が設置する適応指導教室の運営に
対する助成≫

▲ 3 ▲ 3

14 スクールエキスパート活用事業費

≪退職校長を中心とした教員ＯＢによる児童
生徒の学習基盤づくり及び教員への支援に
要する経費≫

▲ 3 ▲ 3

一定の成果が認められたことによる事業の廃止

事業の終期の到来による廃止

事業の終期の到来による廃止

旧公営企業金融公庫借入資金について、特定被
災地方公共団体における補償金免除繰上償還が
認められ、繰上償還及び借換を行ったことに伴う利
子償還金の減



(2) その他行政経費の見直し

　各種事業について、県民ニーズの把握に努めながら継続的な見直しを行っています。

２　内部努力の徹底（管理的経費の節約） 〔削減額　約９億円〕  

 内部管理経費や庁舎の維持管理経費の縮減等に努めています。 〔見直し事業数　47事業〕

（主なもの）

1 システム管理関係費 ▲ 6 ▲ 5機器構成及び保守点検内容の見直し等による減

経　費　名　等 説　　　　　　　　　明 削　減　額
 うち、一般財源

（単位：百万円）

ゼロ予算事業の積極的な導入を図っています。≪26年度新規ゼロ予算事業　11件　　継続１87件　計１98件≫

　（主なもの）

　　（１）オープンデータサイト（試行版）開設事業
　　　 　県が保有するデータの二次利用を促進するため、コンピュータで編集可能な形式で公開するサイトの試行版を開設

　　（2）仕事と家庭の両立支援メールマガジン配信事業
　　　 　仕事と家庭の両立支援に関する企業の取組事例等について、定期的にメールを配信

　　（3）マスターズ・ボランティア・プロジェクト
　　　　 学校の状況をよく知る退職した教職員が、ボランティアとして学校を支援できる仕組みを構築

1 システム管理関係費
（マロニエ、税、警察等）

▲ 6 ▲ 5

2 各種協議会等負担金 ▲ 5 ▲ 4

3 文書管理関係費 ▲ 6 ▲ 6

4 指定管理委託料 ▲ 17 ▲ 17

（要求基準設定による節減）

5 一般経費（経常的な事務事業費） ▲ 410 ▲ 410

各種協議会に対する負担金の廃止、休止等

機器構成及び保守点検内容の見直し等による減

事務事業の徹底した見直しによる経費節減

（単位：百万円）

印刷製本費や通信運搬費等の節減

県有施設の指定管理委託料の見直しによる減


